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「雇用と木質バイオマス生産量の安定確保に資する手法論の開発と政策への適用－産業間

の人材移転を事例として－」 

 神戸大学大学院人間発達環境学研究科     田畑 智博 

 

１ 研究の背景と目的 

 近年、地球温暖化防止やエネルギー安全保障の観点から、再生可能エネルギーの利用

促進が図られている。特に木質バイオマスは、山村地域の活性化や雇用創出効果が期待

されるエネルギー源である。現在、林業就業者数の減少や木材価格の低下等の影響によ

り、山中に残された間伐材(切捨間伐材)が年間約 800 万トン存在する 1)。これらの切捨

間伐材を集材・運搬することで、現状よりもさらにエネルギー利用量の増加が見込める。

切捨間伐材の利用促進に関する研究として、経済性に着目した研究は幾つかあるものの、

雇用の観点に着目した研究は少ない。その中でも、辻ら 2)は建設業から林業への人材移

転の考え方を提唱し、その可能性を評価している。人材移転とは、スキルが類似する産

業同士で、雇用労働者が余剰の産業から、不足している産業に雇用労働者を移動させて、

不足している産業の雇用に従事させるという考え方である。辻ら 2)が行った研究では、

余剰産業を建設業、不足産業を林業とし、切捨間伐材の集材・運搬に従事可能な雇用労

働者を建設業から人材移転させるという考えのもと、人材移転可能な人数を推計してい

る。しかし、既存研究は全国を対象とした評価であり、地域特性を反映した検討が必要

である。また人材移転の実現には、林業や建設業の雇用状況や異産業・異業種参入に対

する意識等を把握することが不可欠である。 

そこで本研究では、都道府県単位で人材移転可能人員数を推計するとともに、林業や

建設業における異産業・異業種参入に関する調査を行うことで、雇用と木質バイオマス

の安定生産を目指すための社会科学的な評価手法を開発するとともに、実態を踏まえて

今後の木質バイオマス利用促進および林業の雇用問題を解決するための政策提言を行う。 

 

２ 研究方法・研究内容 

２．１ 建設業から林業への人材移転可能人員数の推計 

 人材移転可能人数の推計方法および推定式は、既存研究 2)を参考にした。まず、切捨

間伐材の集材・搬出に係る必要雇用労働者数(式(1))および土木業の余剰雇用労働者数(式

(2))を都道府県ごとに算出する。以下にこれらの推計式を示す。 

Ldem={(P×A)-I}÷D      (1) 

ただし、Ldem：賦存量の観点から切捨間伐材の集材・搬出に係る必要労働人員数[人/年]、

P：1ha当たりの間伐材を素材生産に係る労働投下日数[人・日/ha]、A：切捨間伐面積[ha/

年]、I：切捨間伐における労働投下日数[人・日/年]、D：常勤の林業労働者の平均労働日

数[日]。なお、切捨間伐面積は集材・搬出の観点から、国土数値情報 3)を用いて最大傾斜

角度 35°以下の面積を除き推計した。 

Lsup=L12-I12/a      (2) 

a=MAX(I01/L01,I04/L04,I06/L06,I09/L09,I12/L12)    

ただし、Lsup：土木業の余剰雇用労働者数[人/年]、L：土木業の雇用労働者数[人/年]、I：

土木業の建設投資額[円/年]、a：雇用労働者一人当たり建設投資額[円/人]。 

 人材移転可能人員数(L[人/年])は、必要雇用人数(式(1))および余剰雇用労働者数(式(2))

のいずれか小さい値とする。例えば、余剰雇用労働者数の方が必要雇用労働者数よりも

多い場合は、必要雇用労働者数以上の人材移転は行わない。 
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２．２ 林業および土木業に対するアンケート調査 

林業へのアンケート調査は、全国の森林組合(送付数 697)を対象に行った。また土木

業へのアンケート調査は、兵庫県内の土木建築工事に携わる企業(送付数 789)を対象に

行なった。アンケートはすべて郵送で配布し、回答は郵送およびメールとした。林業、

土木業ともに、主な質問項目は、①事業状況、②労働力の過不足状況、③「緑の雇用」

をはじめとした林業の雇用状況(林業のみ)、④人材移転や異産業・異業種の林業参入に

対する考え方である。 

 

３ 研究成果 

３．１ 建設業から林業への人材移転可能人員数の推計 

建設業から林業への人材移転可能人員数の推計結果のうち、人材移転可能人員数が多

かった上位5地域と、人材移転可能人員数が0であった下位8地域を表1、表2に示す。

表 1に記載した上位 5地域はいずれも切捨間伐面積が大きく、また比較的緩やかな傾斜

角度の森林が多かった。また、表 2に記載した下位 8地域のうち、岩手県、宮城県、福

島県等は、震災復興による建設業の人員不足が深刻であることが影響していると考えら

れる。このように地域ごとに林業および建設業の現況が異なるため、人材移転可能人員

数に大きな差がみられた。 

 

３．２ アンケート調査の結果と考察 

林業の有効回答数は 167(回答率 24.0%)、土木業の有効回答数は 35(回答率 4.4%)であ

った。表 3に、アンケート調査結果のまとめを示す。以下では、林業および土木業の労

働力の過不足状況について述べ、林業および土木業の人材移転や異産業・異業種に対す

る考え方について考察する。 

① 林業および土木業の労働力の過不足状況 

 林業、土木業ともに、現状は労働力不足であるという回答が多かった。特に、土木業

は震災復興や新規就業者数の減少などにより労働力が不足している傾向にある。そのた

め、建設業から労働力を移転させることは現状では困難であることが伺える。その一方

で、林業、土木業とも、人材移転については肯定的な意見が大半を占めている(図 1)。

人材移転は短期的には困難であり、長期的な視点で考えるべきであることがわかった。 

② 林業および土木業の人材移転や異産業・異業種参入に対する考え方 

 林業では、特に作業道整備の観点から人材確保を望む意見が多いため、人材移転に関

してもニーズが少なからず存在するといえる。また、土木業では、収益確保の観点から

ニーズが高いことがわかった。パワーショベル等の余剰資源が、林業において有効活用

できるという意見もあった。一方、異産業・異業種参入に対する不安な点を尋ねたとこ

表 1 人材移転可能人員数(上位 5地域) 

必要（林業）余剰（建設業）
人材移転
可能人数

①岐阜 966 8,704 966

②兵庫 867 12,317 867

③長野 769 9,527 769

④高知 621 2,083 621

⑤三重 468 1,520 468
 

表 2 人材移転可能人員数(下位 8地域) 

必要（林業）余剰（建設業）
人材移転
可能人数

㊵北海道 2,192 0

０

㊵和歌山 562 0

㊵岩手 314 0

㊵福島 221 0

㊵山梨 135 0

㊵宮城 94 0

㊵大阪 0 9,404

㊵沖縄 0 3,983
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ろ、林業では利益追求による

森林の質の低下という意見

が最も多く、土木業が利点と

してあげている利益・収益面

の意見と相反していること

が分かった。 

 

 

 

 

３．３ 雇用と木質バイオマス生産の安定確保を目指すための政策提言 

前節より、林業、土木業ともに、現状では人材移転には否定的な意見が多いものの、

潜在的には人材移転に対する需要は高いことが示された。人材移転を実現するには、両

産業の意見の食い違いの解決が必要不可欠である。本研究で提案する 3つの政策提言を、

以下に記す。 

① 林建協働による路網整備の推進 

 林業と建設業が互いの技術・ノウハウを共有し、共同で事業を行う。これにより、

作業の高効率化が図れるとともに、木質バイオマスの調達コストが削減期待できる。

一例として、岐阜県飛騨地方では、「ひだ林業・建設業森づくり協議会」が設立さ

れ、担い手が不足している林業側と林業参入を模索する建設業側がノウハウや技

術・機械を相互に補完する仕組みをつくっている 4)。 

② 熱電併給事業用発電設備の導入促進 

 我が国では木質バイオマスの大規模発電利用は多いものの、中小規模での熱利用

は少ない。一方でドイツでは、FIT(固定価格買取制度)により、熱利用に優れてい

る小規模発電プラントの導入にメリットを付与している（熱の買取価格の設定・設

備投資の優遇など）。我が国でも熱利用に対する優遇を行うことで、エネルギーの

有効利用やそれにともなうエネルギー効率の向上が期待できるといえる。エネルギ

ー効率の向上は木質バイオマス調達に係るコスト低減に繋がることから、人材移転

の促進に繋がるといえる。 

③ 第三者を介した異業種ネットワークの構築 

 アンケート調査結果でも示されたように、意見の食い違いが事業実現を阻む障害

Q3.建設業から人材移転が可能で
あれば受け入れたいか（林業）

Q4.余剰人員を林業に移すことは
可能かどうか（土木業）

61%

5%

34%

はい いいえ どちらともいえない

20%

11%

27%

60%

44%

45%

20%

44%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａ

Ｂ

Ｃ

回答率

可能 困難 どちらともいえない

A：完成工事高0～10,000万円、B：同10,001～
30,000万円、C：同30,001万円以上)

 

図 1 林業及び土木業の人材移転に関する質問の結果 

表 3 アンケート調査結果のまとめ 

林業 土木業

労働力の過不足状況 不足 不足

人材移転に対する姿勢 前向き 現状では困難

（余剰人員があれば
前向き）

人材移転や異産業・

異業種参入に期待する
点

・労働力の確保
・路網整備

・収益の確保
・余剰資源の活用

人材移転や異産業・
異業種参入の不安な点

・利益追求による森林
の質の低下

・経営の持続性および
採算性

・知識（ノウハウ）不足
・軌道に乗るまでが

困難
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であるといえる。これを解消するには、第三者を介した異業種ネットワークの構築

が必要である。①で挙げた林建協働には、組織の目的を明確にすることや、森林組

合等と建設業者の連携体制を調整することなど、越えなければならないハードルが

多い。また、互いの利害関係により衝突するケースも生じる可能性もある。これら

の課題を解決することは容易ではない。そのため、国や地方自治体などが第三者と

して調整役に入るなど、官民が一体となり取り組むことで「第三者を介した異業種

ネットワークの構築」を行っていくことが、解決の一つの糸口であると考えられる。 

 

３．４ 残された課題・今後の課題 

① 人材移転可能人員数の推計では余剰人員を他の都道府県に移すことは考えなかっ

たが、実際には、地域をまたいだ人材移転が行える可能性もあるため、このような

考え方を推計手法にどのように反映させるかを検討することが必要である。また、

移転の前後に生じる賃金差が人材移転可能人員数にどれほど影響を与えるかどう

かも、検討すべき課題である 

② 林業に対するアンケート調査では、森林組合以外の事業体も対象にする必要がある。

また、土木業の有効回答率が非常に低い値となったため、アンケート調査の配布お

よび回収方法の改善が重要である 

③ 本研究では、将来の日本の人口および労働力の減少について考慮していない。日本

全体の労働力が減少すると、必然的に事業の縮小し、エネルギー利用できる切捨間

伐材量に限界がある。余剰人員をすべて林業に移すと、他の産業に支障が生じる可

能性もあるため、すべての産業が共存しながらエネルギー利用を促進するための方

法を検討する必要がある。 

 

４ 生活や産業への貢献および波及効果 

本研究では、先ず都道府県単位で人材移転可能人員数の推計を行い、地域別で人材移

転可能人数に大きな差が出ることを示した。また、アンケート調査で人材移転の可能性

を検討したところ、現状では建設業から林業へ人材移転を行なうことは困難であること、

林業、土木業ともに人材移転に対する潜在的な需要は高いことが示された。現在は震災

復興などで建設業は人材不足であるが、長期的には建設業は労働力余剰になる可能性も

ある。人材移転を実現するための障害は多いものの、上述した 3つの政策提言は、それ

を解決するために重要なものである。これらを実現することで、長期的な視点から見た

雇用とバイオマス生産量の安定確保に資することが可能である。また、これにより、バ

イオマスのエネルギー利用に伴う経済性の確保はもちろんのこと、化石燃料の使用削減

に伴う地球温暖化防止効果が期待できるといえる。 
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